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そこで世界各国は DRM を保護するべく、DRM の回避を法により規制することとした。
1996年WIPO(World Intellectual Property Organization、世界知的所有権機関)著作権条
約が作成され、その 11条において技術的手段の回避を防ぐべく法的保護と法的救済の義務
を定めた。日本、米国、ヨーロッパなど 90カ国以上が批准している。 






                                                  
1 関亜紀子、飯田陽一「安全性と利便性からみた DRM方式の比較評価に関する一考察」情報処理学会研
究報告 51巻 7号(2011年) 
2 安田浩、小暮拓世「解説 DRMの技術動向」電子通信情報学会誌 91巻 7号(2008年) 































ぶん確保できるような DRM および DRM 回避規制のあり方とはどのようなものかを法整
備・法制度上の観点から明らかにするものである。 
  
                                                  
5 菅野政孝、大谷卓史、山本順一『メディアと ICTの知的財産』共立出版(2012年)大谷卓史執筆部分 236
頁 
6 蘆立順美「アメリカ著作権法における技術的保護手段の回避規制と FairUse理論」法学 66巻 5号(2002
年) 










 日本において特徴的なのは、著作権法と不正競争防止法の 2 つの法において DRM 回避
に関する規定が置かれていることである。 
 
2.1.1.日本の DRM回避規制法における保護される DRMの範囲 
 著作権法では DRMを技術的保護手段として、以下のように定義する。 






















                                                  
9 文化庁著作権法令研究会、通商産業省知的財産制作室編『著作権法・不正競争防止法改正解説-デジタル・
コンテンツの法的保護』有斐閣(1999年) 90頁 
10 作家文雄『詳解著作権法第二版』ぎょうせい(2002年) 723～724頁 
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具体例として文化庁では DVD や Blu-ray に用いられる技術、すなわち記録媒体用の CSS
（Content Scramble System）や AACS（Advanced Access Content System）、機器間伝
送路用の DTCP（Digital Transmission Content Protection）や HDCP（High-bandwidth 
Digital Content Protection）、放送用の B-CAS方式を示している11。 
 これまでこれら CSS等暗号化型保護技術はアクセスコントロールとして理解され、技術
的保護手段の対象外であるとされてきた。しかし実態として CSS等アクセスコントロール








そして平成 23 年度文化審議会著作権分科会において再び議論され、CSS 等暗号化型保護
技術について「技術面」よりもその「機能面」に着目し、当該技術が社会的にどのような
役割を果たしているかという観点から改めて評価したところ、実態として視聴等を制限す
                                                  
11 文化庁「平成 24年通常国会 著作権法改正について」
http://www.bunka.go.jp/chosakuken/24_houkaisei.html (2012年) 









 一方で不正競争防止法では DRMを技術的制限手段として、以下のように定義する。 




























                                                  































また 120条の 2以下において以下の行為を規制する。30条 1項 2号と同様に WIPO著
作権条約への対応として平成 11年に設けられたものである。 






















一方で不正競争防止法では 2条 1項 10号、11号で以下の行為を規制する。 
























































                                                  



























用(32 条)、教科用図書等への掲載(33 条)、視覚障害者等のための複製等(37 条)、聴覚障害

































 アメリカでは、WIPO著作権条約を締結するため、1998年 10月に成立し 2000年 10月
より施行されたデジタルミレニアム著作権法(Digital Millennium Copyright Act、DMCA)
の 1201条以下において技術的手段(a technological measure)の回避に関して規制している。 
 
2.2.1.アメリカの DRM回避規制法における保護される DRMの範囲 
 まず DRMの定義についてみてみると、以下のように定義される。 










































































































1201 条(e) 法の執行・情報活動その他の政府の活動、1201 条(f) リバース・エンジニアリ
ング、1201条(g) 暗号化研究、1201条(h) 未成年者に関する例外、1201条(i) 個人識別情
報の保護、1201条(j) セキュリティ検査、である。いずれの免責もとても狭く定義されてお
















































2.3.1.EUの DRM回避規制法における保護される DRMの範囲 
 EU 著作権ディレクティブの 6 条 3 項において DRM を「技術的手段(technological 
measures)」として以下のように定義する。 










                                                  
34 文化庁著作権法令研究会、通商産業省知的財産政策室編・前掲注(9)145頁 
35 “Directive 2001/29/EC of the European Parliament and of the Council of 22 May 2001 on the 
harmonisation of certain aspects of copyright and related rights in the information society” 
36 “Council Directive 91/250/EEC of 14 May 1991 on the legal protection of computer programs (as 
amended and codified by Directive 2009/24/EC of 23 April 2009)” 
37 訳文は原田文夫「情報社会における著作権及び関連権の一定の側面のハーモナイゼーションに関する欧






















(a)、(b)、(c)の 3要件についても DMCAと類似しているといえる。 
 なおコンピューター・プログラム・ディレクティブにおいては回避装置を、技術的手段
を回避することを唯一の目的とするあらゆる手段、としている(コンピューター・プログラ







て 6条 4項の第 1文で規定されている。 
EU著作権ディレクティブ 6条 技術的手段に関する義務 
4.第 1 項に規定する法的保護にかかわらず、権利者とのその他の関係者との間の協定を含
み、権利者がとる任意の手段がないときは、加盟国は、第 5条第 2項(a)、第 2項(c)、第 2
項(d)、第 2項(e)、第 3項(a)、第 3項(b)または第 3項(e)に従い国内法に規定される例外ま
                                                  
38 June M. Besek, “Anti-Circumvention Laws and Copyright: A Report from the Kernochan Center for Law, Media 








 挙げられている例外または制限「第 5条第 2項(a)、第 2項(c)、第 2項(d)、第 2項(e)、






 また EU 加盟国のうちいくらかでは自国の法で、日本における「私的複製」規定と同様
に、利用者に私的・非商業目的で著作物を複製することを認める「プライベート・ユーズ」
条項を規定している39。当ディレクティブにおいても、そうしたプライベート・ユーズに配
慮した免責が設けられている。先述の EUディレクティブ 6条 4項の第 2文である。 








 また第 5条 2項(b)と 5項とは、以下のように規定されている。 









                                                  
















 オーストラリアでは 2000 年の著作権法改正(Copyright Amendment (Digital Agenda) 
Act 2000)により、DRM回避規制法が整備され、WIPO著作権条約を施行した。しかし 2006
年に AUSFTA(豪米自由貿易協定)を締結するにあたって、オーストラリア著作権法 DRM回





2.4.1.オーストラリアの DRM回避規制法における保護される DRMの範囲 
 オーストラリア著作権法 10条で「技術的保護手段(technological protection measure)」
として定義される。この定義も 2006年に改正されている。改正以前は以下のとおり。 
オーストラリア著作権法 10条 解釈(2006年改正以前) 








                                                  




















オーストラリア著作権法 116A 条 回避装置の輸入および製造等ならびに回避サービスの
提供等(2006年改正以前) 
(1)………本条は､ 以下の場合に適用する｡  











(A)かかる回避装置を販売し､ 賃貸し､ または業として販売もしくは賃貸に供し､ または広





























































 また 10条における回避装置、回避サービスの定義も改正されている。 














































































 原告は、本件仕組みは不正競争防止法 2 条 7 項にいう技術的制限手段に該当するとし、
マジコン装置の輸入・販売等は不正競争防止法 2条 1項 10号に違反し、マジコン装置の輸
入・販売等差し止めおよび在庫品の廃棄を求めた。 
 被告は不正競争防止法 2 条 7 項の「技術的制限手段」とは、特定の信号を検知した場合
にプログラムの実行等を制限する方式(検知→制限方式)に限られ、特定の信号を検知した場
合にプログラム等の実行を可能とする方式(検知→可能方式)は含まないと主張した。またマ
                                                  
47 東京地判平成 21年 2月 27日(平 20(ワ) 20886号・平 20(ワ) 35745号)・前掲注(20) 









マジコン事件の争点は 3 つである。①原告仕組みは不正競争防止法 2 条 7 項の「技術的

















器の具体例として MOD チップが挙げられているが、この MOD チップは、本判決の分類
にいう検知→可能方式のものを無効化するものであり、当初から特殊な信号を有しない自
主制作ソフト等の使用も可能にするものであった。」と述べ、 
「以上の不正競争防止法 2条 1項 10号の立法趣旨と、無効化機器の 1つであるMODチ










「原告仕組みは、以上のように解された不正競争防止法 2 条 7 項の技術的制限手段に該
当し、同法 2条 1項 10合の営業上用いられている技術的制限手段によりプログラムの実行
を制限するとの点も満たしている。」と結論づけられた。 





















































 著作権法では、平成 11年 11月には VHSにかけられた DRM(マクロビジョン)を回避す
る機器をインターネット上で販売した業者が逮捕されている。また同機器の製造販売業者
も平成 12年 1月に逮捕された54。 




                                                  
















ている。1999年にノルウェー人の当時 16歳の少年 Jon Johansenは CSSを回避するソフ
トウェア「DeCSS」を開発し、父親のWebサイトにて公開していた58。被告はその「DeCSS」
を自らのWebサイトにて紹介していた者達である。 
原告は、被告による DRM を回避するソフトウェアである DeCSS を被告自らの Web サ





















                                                  
57 Universal City Studios, Inc. v. Reimerdes, 111 F. Supp. 2d 294(S.D.N.Y.2000). 
58 苗村憲司「著作権保護システムの技術と法制度(マルチメディアコンテンツのセキュリティ)」映像情報
メディア学会誌 : 映像情報メディア 56巻 7号(2002年) 
















控訴審において被告は、DeCSS が合衆国憲法修正第 1 条の条件を満たす「表現・言論」
であるとし、1201条は content-based(表現の内容に基づく)規定の厳格な適用に失敗してい



















                                                  
60 June M. Besek, supra note 38 p408 
61 June M. Besek, supra note 38 p408 




















 原告 321Studiosは、DVDの CSSを回避してバックアップコピーを作成することを可能
にさせるソフトウェア「DVD Copy Plus」と「DVD-X COPY」を開発・販売していた。原













                                                  
63 DVD Copy Control Association 
64 DVD Copy Control Association, Inc. v. Bunner, 31 Cal. 4th 864(2003) 
65 名和小太郎「リバースエンジニアリング」情報管理 41巻 5号(2003年) 51～52頁 
66 奥邨・前掲注(8) 







 Paramount Pictures v. 321Studios68は、同じく「DVD Copy Plus」「DVD-X COPY」両
ソフトウェア頒布中止を求めた事例で、DeCSS 事件と 321Studios 事件が判例とされた。
両ソフトウェアは回避を主目的として設計されたのではないという被告の主張は斥けられ、
頒布差し止め命令が出された69。 

























                                                  
68 Paramount Pictures Corp. v. 321 Studios, 69 U.S.P.Q.2D(BNA)2023(S.D.N.Y.2004) 
69 June M. Besek, supra note 38 p409 




































                                                  
72 奥邨弘司「判例研究:Lexmark事件控訴裁判決 : プログラムの著作物性と迂回禁止規定違反が問題とな
った事例」国際経営論集 29巻(2005年) 
73 Lexmark International, Inc. v. Static Control Components, Inc., 253 F. Supp. 2d 943(E.D.Ky. 2003) 
74 June M. Besek, supra note 38 p410 

































 原告は被告の行為が DMCA1201 条(a)(2)に違反するとして訴えを起こしたが、地裁は被
告が DMCA1201条に違反しないという略式判決を下し、控訴裁もまた地裁の判断を支持し
て控訴を棄却した。 
                                                  
76 奥邨・前掲注(72) 
77 June M. Besek, supra note 38 p410 
78 Chamberlain Group, Inc. v. Skylink Technologies, Inc., 381 F.3d 1178 (Fed. Cir. 2004) 




























                                                  















原告 Stephane Perquinは、Les Films Alain Sarde社と Studio Canal社によって制作さ
れUniversal Pictures Video France社によって頒布された映画DVD「Mulholland Drive」
を購入した。Perquin は、DVD 再生機器を持っていなかったために、映画を VHS に複製
しようとしたが、DVDにかけられた技術的保護手段によりそれはできなかった82。Perquin
は消費者団体 U.C.F. Qur choisirに通報した。 





3.3.1.2. Mulholland Drive事件判旨(第審裁判決)85 





                                                  
81 張睿暎「フランス新著作権法(DADVSI)における DRM規制」企業と法創造 4巻 1号(2007年) 
82 駒田泰土「3step testはどこまで有用な原則か：フランスにおける議論を参考に」上智法學論集 51巻
(2008年) 





84 フランス知的所有権法典 211の 3条 この章において創設される権利の受益者は、次の各号に掲げるこ
とを禁止することができない。 
(2)複製を行う者の私的使用に厳密に当てられる複製であって、集団的使用を意図されないもの。 
85 Stephane P, U.C.F. Qur choisir v. Univeral Pictures Video France, Tribunal de Grande Instance de 


















よって本件 DVDに技術的保護手段をかけたことは、122の 5条および 211の 3条を侵害す
ることにならない、と判断した86。 
 














                                                  
86 井奈波朋子「マルホランド・ドライブ事件--DVDのコピーガードと著作権」コピライト 47巻 554号(2007
年) 


































                                                  
















Sony が製造し販売する PlayStation2 のゲームをプレイするにあたっては、ゲーム・プ





また Sonyはコードにより日本・アメリカ・イギリスを含む PAL方式の国の 3つの地域
に分けている。ある地域で買ったゲームソフトは、別の地域で買った本体とコードが一致
しないために起動できない。これは regional controlと呼ばれる。 

















                                                  
94 Kabushiki Kaisha Sony Computer Entertainment Inc v Owen&Ors [2002] EWHC 45Ch. 
95 Out-Law.com“Sony v Owen” http://www.out-law.com/page-8701 ; BAILII(British and Irish Legal 






































                                                  






























 Owen 事件同様に、原告はゲーム機 PlayStation2 を販売する Sony であり、被告は回避
機器Messiahチップを販売する Ballである。原告は被告の販売行為差し止めを求めた。 
PlayStation2 ゲームにはコンピューター・プログラムとその他の著作物が含まれいずれ




か、3. 被告が 296条の ZD(コンピューター・プログラム以外の著作物の DRM回避機器提
供規制)に違反する行為をしていたかどうかであった 
                                                  






















































 バックアップについては 50 条の A(Owen 事件で既出)で認められているが、しかしそれ
は権利者から許諾を得ていなくてはならない。また欧州地域外のゲームのプレイについて




 次に被告の販売行為が 296条の ZDに違反するかが検討された。296条 ZDは： 










































 シドニーにあるコンピューター・ゲーム会社に勤務する被告 Eddie Stevensは、Sonyの
販売するゲーム機 PlayStation2をより機能的に改造したことで、オーストラリア著作権法
DRM 回避規制規定に従って原告 Sony に訴えられた。Sony が主張するのは、Stevens が
DRM 回避機器として使用されると知っていたあるいは当然知っているはずであった mod
チップを販売したことで、オーストラリア著作権法116A条に違反した、ということだった。 










































                                                  
99 Brian Fitzgerald, “The Australian Sony PlayStation Case: How Far Will Anti-circumvention Law Reach in the 
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2003年 7月 30日、連邦控訴裁判所(French、Lindgren、Finkelstein判事)は、第一審の Sackville
判事の判決を覆した。そして PlayStation2mod チップの販売・流通はオーストラリア著作権


























                                                  
102 Kabushiki Kaisha Sony Computer Entertainment v Stevens [2003] FCAFC 157 




104 本法において､ 音声または視覚的映像は､ 他の装置を用いてまたは用いずに物品または物から複製で
きるよう扱われている場合には､ 当該物品または物に収録されたものとみなす｡ 





































                                                  
106 第 47D条､ 第 47E条､ 第 47F条､ 第 48A条､ 第 49条､ 第 50条､ 第 51A条もしくは第 183条また
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109 内閣官房知的財産戦略推進事務局・前掲注(28) 
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当性を争った事件としては、米国 DeCSS事件121や 321Studios事件122、英国 Owen事件123
や Ball事件124がある。 


















                                                  
119 産業構造審議会知的財産政策部会技術的制限手段に係る小委員会・前掲注(22) 
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121 Universal City Studios, 111 F. Supp. 2d 294 ; Universal City Studios, 273 F.3d 429 
122 321Studios, 307 F. Supp. 2d 1085 
123 Kabushiki Kaisha Sony Computer Entertainment, [2002] EWHC 45Ch. 
















 改正後のオーストラリア著作権法も含め海外各国 DRM 回避規制法ではアクセスコント
ロール回避行為そのものを規制している(ただしコピーコントロール回避行為そのものは規
制していない)が、日本では不正競争防止法でも著作権法でも回避行為そのものの規制は行
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て」コンテンツ強化専門調査会インターネット上の著作権侵害コンテンツ対策に関するワーキンググルー















 EUディレクティブでは 6条 4項の第 2文で各国私的複製規定との調整を図っている。た
だし私的複製規定との調整措置を規定するかどうか、また規定内容について義務は無く加
盟国任意となっている131。事例として 3.3.1. で紹介したフランスMulholland Drive事件132
がある。フランス国内で DRM回避規制法が整備される以前にフランス知的財産法典におけ
る私的複製規定に基づき、DVDに対する DRMの使用は消費者の私的複製の権利を侵害す





的財産法典新設 331の 8条 1項では「私的複製の例外と本条に定める例外の享受は、本条








                                                  
130 成原慧「著作物の技術的保護のための法的規制と表現の自由」社会情報学研究 15巻 2号(2011年) 
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d’Appel de Paris, No.RG:04/14933, 4/22/05 ; Universal Pictures Video France, Cour de Cassation, 
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133 井奈波・前掲注(86) 
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148 EUディレクティブ 5条 2項(c) 
149 5条 3項(a) 
150 5条 3項(b) 


























 まず米国 DMCAでは 1201条(f)においてコンピューター・プログラムの互換性156実現の
ためのリバース・エンジニアリングが認められている。リバース・エンジニアリングがフ





る少年が DVD に付与されたアクセスコントロールである CSS を回避するソフトウェア
                                                  
153 西村あさひ法律事務所・前掲注(131) 




157 Sega Enterprises Ltd. v. Accolade, Inc., 977 F.2d 1510 (9th Cir. 1992) 
158 June M. Besek, supra note 38 p508 
159 Universal City Studios, 111 F. Supp. 2d 294 ; Universal City Studios, 273 F.3d 429 
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のような合法的なテストを保障するためのものである。DMCA では DRM 回避技術の開発
や提供を禁止しているが、1201 条(g)(4)において暗号化研究活動のためであるならば DRM
を回避するための技術を開発し、また協力者に提供することが認められる。 
 EU ディレクティブでは、序文(50)において、EU コンピューター・プログラム・ディレ
クティブの 5 条 3 項(調査・研究のため)、6 条(互換性実現のため)によって行われる DRM
回避手段の開発・使用を抑止・禁止してはならないとしている。また序文(48)では DRMの
                                                  
160 Lexmark International, 253 F. Supp. 2d 943 ; Lexmark International, 253 F. Supp. 2d 943 
161 Chamberlain, 381 F.3d 1178 





























をも保護している不正競争防止法では 19条 1項 7号においては、「技術的制限手段の試験
または研究のため」に用いられる技術的制限手段回避装置について提供が認められており、
また回避行為そのものへの規制もなく、問題は起こらないだろう。 
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 DRM回避規制法に関する事件で、表現の自由が主張されたものに DVDの DRMを回避
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